The Limits of Privatization and Social Overhead Capital by 横田 茂 & Yokota Shigeru
社会資本民営化政策とその限界
著者 横田 茂
雑誌名 關西大學商學論集
巻 63
号 1
ページ 71-91
発行年 2018-06-25
その他のタイトル The Limits of Privatization and Social
Overhead Capital
URL http://hdl.handle.net/10112/13573
71関西大学商学論集　第63巻第１号（2018年６月）
社会資本民営化政策とその限界
横　田　　　茂
Ⅰ　はじめに
　「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（以下，PFI法とする）
が1999年に制定されてから20年近くが経過した。同法はこれまでにたびたび改正されてきたが，
第１条によれば，その目的は「民間の資金，経営能力及び技術的能力を活用した公共施設等の
促進を図るための措置を講ずること等により，効率的かつ効果的に社会資本を整備するととも
に，国民に対する低廉かつ良好なサービスの提供を確保し，もって国民経済の健全な発展に寄
与すること」である。第２条には，この法律のタイトルにある「公共施設等の整備等」とは，
表１に掲げた６種類の施設等の建設，製造，改修，維持管理，運営またはこれらに関する企画，
国民に対するサービスの提供までをふくむ事業であり，さらにこれらの事業の実施にかかわる
「特定事業」には，市街地再開発事業，土地区画整理事業その他の市街地開発事業がふくまれ
ると規定されている。つまり，この法律によって推進されているのは，「民間の資金，経営能力，
技術的能力」などを活用した上記の施設の建設・改修・維持管理・運営とその企画にとどまら
ず，それらを包括する総合的な都市開発事業までを対象とする広範な事業である。ここではそ
れを社会資本民営化政策とよぶ。
表１　PFIの対象となる公共施設等
（1）道路、港湾、河川、公園、水道、下水道、工業用水道等の公共施設
（2）庁舎、宿舎等の公用施設
（3）賃貸住宅及び教育文化施設、廃棄物処理施設、医療施設、社会福祉施設、更生保護施設、
　　　駐車場、地下街等の公益的施設
（4）情報通信施設、熱供給施設、新エネルギー施設、リサイクル施設（廃棄物処理施設を除く）
　　　観光施設及び研究施設
（5）船舶および航空機等の運輸施設および人工衛星（これらの施設の運行に必要な施設を含む）
（6）前各号に定める施設に準ずる施設として政令で定めるもの
（出所）PHI法第２条１項。
　図１は，PFIの仕組みを従来の公共事業と比べている。従来の公共事業では公共部門が自ら
企画した仕様にもとづき設計，建設，維持管理の業務を民間事業者から調達し（仕様発注，業
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務発注），サービスを提供する主体であった。これに対してPFI事業では公共部門はサービス
の水準を満たす性能を企画・計画するが，それを満たす業務を外注によって包括的に民間事業
者にゆだね，受託した民間事業者がサービス提供の主体となる（性能発注）。この仕組みは，
単年度予算で業務発注されていた従来の公共事業とくらべて長期にわたる事業を一括して発注
することにより事業コストの軽減を可能にする。また民間事業者はPFI事業に限定された特別
目的会社（Special Purpose Company，SPC）をつくり，契約に定められた事業だけをおこな
い公共部門の監督をうけるので，事業が透明化され，公共と民間のあいだに責任とリスクを適
切に配分することができると説明された１）。
　PFI事業は，（１）サービス購入型，（２）いわゆる独立採算型，（３）混合型，の３類型に
分けられる。（１）は，民間事業者の施設建設にかかわる費用と契約期間中の維持管理・運営
費用を，公共部門が「サービス購入料」として税財源から「延べ払い」で支払う方式である。
サービス購入料は，民間事業者が施設利用者に提供する公共サービスに応じた対価である。（２）
はこれと異なり，事業者が利用者の料金など税財源以外の収入によって事業コストを回収する
方式であるが，完全な独立採算型ではなく，公共部門により施設整備費の一部負担や事業用地
の無償貸付などがおこなわれる。（３）は，（１）と（２）の混合であって，事業者のコストが
（資料）内閣府
（出所）内閣府「PFI事業の実施状況について」2014年，２頁。
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１）稲沢克祐「自治体アウトソーシングの様相」東京市政調査会『都市問題』第104巻第11号，2013年11月，
63-64頁。
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サービス購入料と利用料金から回収される。
　しかしわが国のPFIは立法者が当初に意図したように順調に展開されてきたわけではなく，
2012年度までの14年間の累計実績は，事業件数418件，契約金額で４兆1000億円にとどまって
いた。そして事業件数の75％はサービス購入型であり，いわゆる独立採算型は５％（21件）に
過ぎなかった２）。こうして2013年６月，PFI法の立法趣旨にたちかえり，「できるだけ税財源
に頼ることなく，かつ，民間にとっても魅力的な事業を推進することにより，民間投資を喚起
し，必要なインフラ整備・更新と地域の活性化，経済成長につなげていく」ことを目標に，
2022年までの10年間に12兆円規模の事業を推進する「PPP/PFIの抜本的改革に向けたアクシ
ョンプラン」（以下，アクションプランとする）が決定された３）。
　アクションプランを決定した「民間資金等活用事業推進会議」は，2011年の法改正により設
立された新組織であって，首相が会長を務め，関係する国務大臣で構成されている（第83条）。
またこの改正法（第84条）にもとづき，首相によって任命された９名の学識経験者からなる「民
間資金等活用事業推進委員会」が組織され，アクションプランはこの委員会の提議をもとに決
定されたのである。さらに2013年の法改正により，発行可能株式総数160万株を有する「株式
会社民間資金等活用事業推進機構」が設立されている。「推進機構」は，わが国においてPFI
を推進するための資金調達市場が十分には形成されておらず，とりわけ独立採算型PFI事業が
普及していない現状に対応して，「民間企業や民間金融機関による投融資を補完するための資
金を提供することで，資金調達市場の整備を促進する」とともに，「PFI事業を実施するため
に必要な経営ノウハウ及び情報の提供等を行う」ことを目的として設立された。2017年３月末
における発行済株式総数は40万株であるが，その50％を財務大臣が所有し，残りの部分は少数
の民間金融機関が保有している４）。
　以上，PFI事業に関する三つの組織，すなわち（１）首相が会長を務める「推進会議」，（２）
首相によって任命された少数の学識経験者による「推進委員会」（３）財務大臣が発行株式の
半数を所有する特殊法人「推進機構」が，PPP/PFIの抜本的改革を推進している主体である。
　この小論は，このように近年あらたな展開をみせているPFIの現状を社会資本論に照らして
検討し，社会資本民営化政策の意義と限界を明らかにする試みである。
２）内閣府「PFI事業の実施状況について」2014年，24頁。初期のPFIの実績に関する研究としては，大島誠「病
院PFIの検証─高知医療センターを事例に」金澤史男編『公私分担と公共政策』日本経済評論社，2008年，
242-263頁，尾林芳匡・入谷貴夫編著『PFI神話の崩壊』自治体研究社，2009年。
３）内閣府，前掲書，24-28頁。
４）株式会社民間資金等活用事業推進機構「第４期事業年度事業報告」2017年。
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Ⅱ　社会資本民営化政策の日本的系譜
　PFIは1990年代にイギリスで生まれた公共サービスの市場化手法をわが国の公共投資改革に
導入したものであるが５），わが国の政策文書では，欧米においてこれとは異なった起源をもつ
Public Private Partnershipという社会理念に包括・統合されてPPP/PFIと呼称されている。
こうした日本の公共投資改革を「プライヴァタイゼーション（民活・民営化）と公民パートナ
ーシップ（公民協働・公民連携）」という二つのキーワードに注目して分析した門野圭司は，
日本における公民パートナーシップ（PPP）は「1970年代末以降現在にいたるまで連綿として
続いている公私分担論の主流（いわゆる民活論）」の強い影響をうけて「市場メカニズムの機
能を最大限に活用する形での新たな公私分担を模索する」タイプであって，欧米諸国と比べる
と，コミュニティの住民やNPOとの「協働」という側面がきわめて弱いと述べている６）。かれ
の研究は1980年代から全世界にひろがった「政府・市場・市民社会の役割および相互関係の作
り直し７）」における日本的特質を，公共投資改革の分析を通して明らかにしたものであるが，
PPP/PFIの源流を1970年代末における「公私分担論の主流（いわゆる民活論）」に求めている
ことが注目される。そこでこの小論でも，社会資本民営化政策の系譜を1970年代までさかのぼ
って問題の所在をさぐり，PFIの現状を分析する視点を定めることとしよう。
　さて，わが国では1950年代半ば，高度経済成長のはじまりと時をおなじくして公共部門によ
る固定資産形成を能率的にすすめる公共事業財政の改革が日程にのぼり，公共事業調査特別委
員会の答申が「一定地域の開発計画に基づく大規模事業等については，民間企業の創意と能率
を発揮し得るような構想を考究する」ことを提言している８）。そして1960年代以降，多くの自
治体に地方公営企業法の財務規定の適用をうけて企業的に経営される開発行政組織や，国，自
治体と特定の民間企業によって共同出資され株式会社の形態で運営される「第三セクター」と
よばれる事業体が誕生した９）。しかし，門野が指摘している「市場メカニズムを最大限に活用
５）小林宏之「PFIと地方自治体（1）（2）」『都市問題』第90巻第４号，第５号，1999年４月，５月。杉浦勉「イ
ギリス行財政改革におけるPrivate Finance Initiative 導入の意義」京都大学経済学会『経済論叢』第171巻
第２号，2003年２月，同「イギリス地方自治体へのPFI導入とその意義」日本財政学会『財政研究』第１号，
2005年。
６）門野圭司『公共投資改革の研究─プライヴァタイゼーションと公民パートナーシップ』有斐閣，2009年，
20頁，168頁。
７）同前，15頁。
８）科学技術庁資源局『公共事業予算制度の研究』（2），1956年，117-120頁。
９）拙稿「コンビナートと開発行財政制度─企業局方式の検討─」宮本憲一編『大都市とコンビナート・大阪』
講座・地域開発と自治体（1），筑摩書房，1977年，105-146頁，水口憲人と共筆。同「苫小牧工業開発の財
政問題」関西大学経済政治研究所『北海道の地域開発と都市問題：札幌・苫小牧地区実態調査報告書』調
査と資料，第30号，1979年，132-170頁。
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する形での新たな公私分担を模索する」という社会資本民営化政策が本格的に展開しはじめた
のは1970年代末からである。それは，日本経済の産業構造が重化学工業化からサービス化・ハ
イテク化へ移行してゆく転換期に照応していた10）。こうした新しい政策展開の起点を示す文書
の一つは，おそらく1979年に閣議決定された「新経済社会７カ年計画」であると思われる。そ
こには次の１節がある。
　「地方における定住条件の整備の一環として高次の教育，文化，医療等の機能を適正に配置
し社会的サービス関連の諸機能の充実を図るためには，国，地方公共団体，民間の協力のもと
に総合的な施策を進める必要がある。この場合，教育，文化，医療その他今後その発展が見込
まれる分野及びこれらを包摂する総合的な都市開発ないし地域開発の領域において，自由で創
造的な民間活力の導入を図ることが望ましい。（中略）この際，投資の対象範囲が広域的でリ
スク負担が大きく，投資の懐妊期間が長い等のものについては，民間の自律的な供給が可能に
なるまで限時的に誘導策を講じる必要があり，このため社会的公正と効率を維持しつつ，公民
の役割分担を明確にし，政策金融，補助金等の適切な運用のための制度的諸条件の整備を図
る｠11）。」
　これは前年に閣議決定された「第三次全国総合開発計画」（三全総）の「定住構想」のうら
づけとなる産業政策を述べた部分の１節である。「三全総」は，1973年に起きた石油危機を契
機とする日本経済の新しい変化に対応して，「限られた社会資本の配分を長期的な視野から新
たな発想の下に秩序づけ，民間資本を適切に誘導する」拠点として「定住圏」を設けていた12）。「新
経済社会７カ年計画」は，この「定住圏」の基盤となる「地域に根差した産業の振興」施策の
１項目として，商業，余暇関連産業などのサービス産業，教育，文化，保健，医療，福祉など
の社会的サービスの拡充をあげ，これらの分野を民間資本の自由な活動の場として整備するこ
とを公的部門の役割としたのである13）。経済企画庁の政策立案者はその意図を次のように解説
している。
10）前田成東は，地方都市などの圏域整備や社会資本整備の推進主体として第三セクターが政府の公式文書
に登場したのは1973年に閣議決定された「経済社会基本計画」であると指摘している。それは1971年に青
森県のむつ小川原開発株式会社，1972年に北海道の苫小牧東部開発株式会社が設立されたときに照応して
いる。これらの第三セクターは，1969年に閣議決定された「新全国総合開発計画」（二全総）における巨大
エネルギー備蓄基地，巨大工業基地の受け皿として生まれたのであるが，1973年に起きた石油危機を契機
とする大規模開発プロジェクトの挫折によって破綻した。「三全総」以降の社会資本民営化政策は，産業構
造の転換過程で大規模開発プロジェクトの破綻処理と並行しつつ進行してゆく。前田成東「開発型第三セ
クターの現状と課題」『都市問題』第90巻第４号，1999年４月。
11）経済企画庁編『新経済社会７カ年計画』1979年，大蔵省印刷局，43頁。
12）国土庁計画・調整局篇『第三次全国総合開発計画』第１巻，『人と国土・別冊』1978年，22頁，41頁。
13）経済企画庁編，前掲書，38-41頁。
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　「この場合，利潤を目的とした民間ベースにのるためには，採算性の問題がある。いまだ産
業としての基盤が十分確立していなく，市場化のリスクが高いケースや，公的事業で受益者負
担が適正化されていないケースでは，市場料金が安く民間経営が成立しにくいことから，民間
の自律的な供給が可能になるまでの期間，公的部門は適切な誘導策により市場供給が可能とな
る補完措置を工夫することが必要であろう14）。」
　みられるように以上の政策文書には，教育，文化，保健，医療，福祉，余暇関連産業，商業
など，これから発展が見込まれる分野を包摂する「総合的な都市開発ないし地域開発」の領域
へ「自由で創造的な民間活力の導入を図る」ために，「利潤と採算性をベースとした民間の自
律的な市場供給」が可能になるまで，「社会的公正と効率」の見地から「制度的条件」を整備し，
「公民の役割分担」を明確にした誘導策を講じるという施策が打ち出されている。ここにはす
でに，社会資本整備を媒介とする地域振興事業において「市場メカニズムの機能を最大限に活
用する形での公私分担を模索する」という，PFIにつながる民営化政策の基本線が示されてい
るといえよう。
　この方策において「公的部門」の役割とされているのは，「民間の自律的な供給が可能とな
るまでの期間，適切な誘導策により市場供給が可能となる補完措置を工夫すること」である。
ここでふたたび門野の研究を参照すると，1980年代と1990年代の社会資本民営化政策をすすめ
た民活法15），リゾート法16），PFI法には，社会経済状況の変化を反映する相違点があるとはいえ，
基本的な政策手法がきわめて類似していることが指摘されている。すなわち，これらの３法に
はすべて租税特別措置，無利子あるいは低利融資，補助金などの財政支援に関する文言がふく
まれ，またリゾート法とPFI法には「国有林野の活用」や「国有財産の無償使用」などの規制
緩和に関する条文が掲げられているのである17）。これらが1979年の政策文書にみられる「誘導
策・補完措置」を具体化した政策手法であったといえよう。
　さて，この節の課題に照らして1979年の政策文書の文脈を整理すると，そこには公的部門の
「誘導策・補完措置」の対象となる社会資本の性質に関して三つの問題が指摘されている。
　① 投資の対象が広範にわたり市場化にともなうリスク負担が大きいこと。
　② 投資の規模が大きく懐妊期間が長いこと。
　③ 利潤と採算性をベースとする市場料金が成立しにくいこと。
14）喜多村治雄編『日本経済の活路─新経済社会７カ年計画の解説』ぎょうせい，1979年，279-280頁。
15）正式名称は民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置法。1986年に制定。
16）正式名称は総合保養地整備法。1987年に制定。
17）門野，前掲書，92-93頁。
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　これらはいずれも「社会資本の本質」にかかわる問題である。しかし1980年代以降の社会資
本民営化政策の実績は，これらの問題を解決して「利潤と採算性をベースとする民間の自律的
な市場供給」を実現することには限界があったことを示している18）。そして第Ⅰ節でみたPFI
の初期の実績もまた，この限界を示唆しているといえよう。では，アクションプランにもりこ
まれた「あらたな誘導策・補完措置」は，この困難な問題をどのように克服しようとしている
のだろうか？　　　
　以上のようにこの節ではわが国における社会資本民営化政策の系譜をたどり，PFIの現状を
分析するための視点を明らかにした。次節では現状分析の理論的指針を求めるために，宮本憲
一と山田喜志夫の社会資本研究を参照しよう。
Ⅲ　社会資本の政治経済学
１　社会資本論の対象と課題
　宮本憲一の社会資本研究の成果が体系的な著作として最初に刊行された1967年は，日本経済
の高度成長の最盛期であった19）。その改訂版は，石油危機の衝撃により重化学工業化を推進力
とする経済成長がまがり角に立った1976年に出版された。さらに1982年には「社会資本論の今
日的意義」と題する長文の論考が著わされている。これは社会資本をめぐるそれまでの研究史
と論争を総括して，あらためて社会資本研究の課題を明らかにした論考であるが，日本経済の
構造転換とともに社会資本民営化政策が展開しはじめた時期に照応している。そこで，この節
では1982年の論考を中心としてこの小論の課題にかかわる論点を摂取しよう。宮本は次のよう
に述べている。
　公私両部門を通じる事業対象を社会資本という総体概念でくくり，それを理論化したのは，
ケインズ主義が財政政策に導入された1930年代以後のことであるが，その本格的な研究は第２
次大戦後の発展途上国開発論において国際的に進展した。それらの研究は経済発展の基礎的手
段としての社会資本の役割を分析したものであった。なかでも抜群の構成力をもち，高度経済
成長期以降のわが国における研究に大きな影響を与えてきたのはハーシュマン
18）リゾート法により設立された第三セクターの多くは，1990年代初めに起きたバルブ崩壊により破綻した。
『都市問題』1999年４月号は，PFI法が制定された当時における開発型第三セクターの状況について特集し
ている。とくに以下の諸論文を参照。中山徹「開発型第三セクターの歴史的展開」，碓井光明「開発型第三
セクターの経営危機と自治体」，宮脇淳「開発型第三セクターの破綻処理策」（『都市問題』第90巻第４号）。
民活法は2007年５月に廃止されたが，20年間の施行期間中に187件の特定施設が整備・開業した。このうち
経営状況が把握できる64の商法法人の2004年度現在の実績は，累積損失なしが26社（41％），累積損失あり
が30社（47％），債務超過が８社（13％）であった。民活政策評価研究会「民活政策評価研究会報告書」
2006年。
19）宮本憲一『社会資本論』有斐閣，1967年。
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（A.O.Hirshman）の所説である。かれは社会資本を次のように定義している。
　「社会的共通資本（略してSOC）とは，通常それなくしては，第１次，第２次および第３次
生産活動が働きえない基礎的用役から構成されると定義されている。広義のSOCには灌漑，排
水組織のような農業上の間接資本はもとより，法と秩序からはじまり，教育，衛生を経て，運
輸，通信，動力，水道にいたる一切の公益事業が包含される。おそらくSOCの概念の核心を運
輸と動力に限定することも可能であろう20）。」
　社会資本のフロウ概念（年々の投資の流れ）は次の定式で表わされる。
　　社会資本形成＝①行政投資＋②公企業投資＋③民間公益事業投資
　これら三つの投資の対象は，「土地に固着した物的施設を建設・管理・運営する」という素
材的共通性をもっているが，所有形態から見ると，①と②の事業は公有であり，③は私有であ
る。それゆえ，社会資本をその供給主体から把握しようとすると，所有形態の異なる（経済的
性格の異なる）三つのものを一つの概念に統合しなければならないという困難に直面する。ま
た供給主体の「資本」や「企業」という形態にとらわれると，社会資本の大部分を占める行政
投資が視野に入らなくなるし，社会資本と公害や都市問題などの社会問題との関係が分析でき
なくなってしまう21）。宮本はこのような考察をもとに，社会資本研究の焦点を次のように定める。
　「『社会資本論』を構成する最大の問題は，国家・自治体がなぜ社会資本の大部分を所有し，
供給し，しかも，無償の公共事業としているかということである。また社会資本を私企業とし
て経営する場合も，『公益』企業として他の私企業から区別し，国家の手で規制せねばならぬ
のはなぜかということである22）。」「社会資本論を構成しなければならない主要な根拠は，『資本』
としての側面ではなく，社会資本に共通してみられる公有あるいは『準公有』といってもよい
ような国家規制の政治経済学的意義をあきらかにすることである。そこで，社会資本をとくか
ぎは，なぜそれが公有化されるのか，なぜ社会資本の供給は通常の企業の経営とはことなり，
財政活動あるいはそれと類似する活動をとるのかということを解明せねばならない。また，財
政活動を行うことによって生ずる貧困問題，あるいは財政危機などの現象を解明しなければな
らない23）。」
20）A.O.Hirshman, The Strategy of Economic Development, Yale University Press, 1958, p.83.（小島清監修・
麻田四郎訳『経済発展の戦略』厳松堂，1961年，145頁，訳文は宮本による）。
21）宮本憲一「社会資本論の今日的意義」宮本憲一・山田明編『公共事業と現代資本主義』垣内出版，1982年，
35-37頁。
22）同前，37頁。
23）同前，38頁。
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　以上のように宮本は，総体概念としての社会資本に関する研究は，「資本論や企業論」では
なく「国家論や自治体（都市）論」の領域に属することを強調している。これは，社会資本論
を経済社会の発展過程における国家や都市自治体の経済的役割─とりわけ資本主義経済におけ
るその役割─を解明する政治経済学（国家経済学や都市経済学）の一領域に位置づけることを
意味しているであろう。
２　共同社会的条件としての社会資本
　宮本は社会資本を次のように定義している24）。
　　（1）一般生産手段
　　　　① 個別的生産条件に直接関係するのではなく，社会的生産がおこなわれるための共同
社会的条件であり，資本主義社会においては，主として資本の社会的生産のための
基礎条件であって，生産資本や個人生産者によって共同で利用される固定施設である。
　　　　② 私企業または個人によって利潤追及のために経常的に建設・管理・運営することが
困難な固定施設であり，資本主義の発展段階，生産の社会化と産業構造などによっ
て，その種類や規模が規定され，変化する。
　　（2）共同消費手段
　　　　① 人間が社会的生活をおこなってゆくために，共同消費の対象とする共同社会的条件
であり，資本主義社会においては，主として労働力の再生産の基礎条件であるが，
現代では労働者階級のみならず，住民が共同で利用する固定施設である。
　　　　② 私企業または個人によって，利潤追及のために経常的に運営することが困難な地域
施設であり，生活の社会化，とくに都市化や大量消費様式によって，その種類や規
模が規定され，変化する。
　　（3）共同社会的条件
　　　　① 一般生産手段と共同消費手段を総称して共同社会的条件とよぶ。両手段は上に述べ
た性格から，大部分は国家（自治体をふくむ）によって建設・管理・運営され，あ
るいは私企業や個人に委任されている場合も，国家の援助，規制などをうけ，資本
主義的運営に制限をうけている。
　　　　② 共同社会的条件には，両手段以外に，治安警察，消防，一般行政などがふくまれ，
広義にはインフラストラクチュアと呼ばれる場合がある。
　この定義においては，社会資本と総称されている対象の実体と機能が，人間社会の経済的発
24）同前，38-39頁。
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展諸段階を貫通する素材的視点と資本主義経済という歴史的・体制的視点から抽出されている。
資本主義社会において私企業や個人事業家が「土地に固定された物的施設」を利潤追求のため
に経常的に運営するには，これらの物的施設を「固定資本」として機能させなければならない
が，その可能性は「一般生産手段と共同消費手段」の素材的特質により制約をうける。宮本は
1982年の論考に先行する『社会資本論』において，これらの両手段が固定資本に転化しにくく
社会的に所有（とくに公有化）されやすい性質を有することを，主としてマルクスの「資本の
循環と回転の理論」にもとづき解明している25）。こうして「共同社会的条件」としての社会資
本を創設・維持する主要な役割は資本主義社会を総括する国家によって担われ，資本主義経済
の発展とともに「国家の経済への介入」が深まってゆく。
　さて，以上にみた宮本の所説は，日本経済の高度成長の最盛期から石油危機を経て構造転換
期に移行してゆくときに書かれたものである。しかし1980年代から先進資本主義国において財
政危機が深刻化し，国家による「共同社会的条件」の整備が困難になると，ケインズ主義を批
判する新自由主義による社会資本民営化政策（プライヴァタイゼーション）の国際的潮流がひ
ろがった。宮本が1998年に刊行した『公共政策のすすめ』には，民営化の進展によって変容す
る社会資本を分析する新しい視点が提示されている。
　すなわち，一方で生産と生活の社会化がすすみ「共同社会的条件」の対象範囲が拡大し，他
方で新自由主義的改革により公共事業・サービスが民営化あるいは民間委託されてくると，経
営形態も公私両部門にまたがる傾向が強くなり，社会資本が「公私混合財」として営まれる領
域がひろがってゆくが，そこには営利原則による両手段の運営と「共同社会的条件」の維持と
が両立していなければならない。なぜなら，この両立が侵されると，人間の死亡や健康障害，
復旧不能の文化財の破壊，復元不能の自然の破壊などの絶対的損失が発生する可能性がたかま
り，「共同社会の維持可能性」が危うくなるからである。そのため，補助金，財政投融資，減
免税などの補助手段や課徴金，租税などの原因者負担を，事業によって効果的に使い分け，ま
た労働条件，供給義務，サービスや廃棄物の安全確保のための審査制，公共料金制，災害時の
安全対策，環境保全義務などに関する規制措置が明示されなければならない26）。
　これらの指摘は，社会資本民営化政策における公的部門の「誘導策・補完措置」を分析，評
25）一般生産手段については，①場所的に固定し，輸出しがたく，商品として流通しがたいこと，②生産物
への価値移転が特殊であること，③懐妊期間が長く，資本としての循環が特殊であること，④非分割性・
複合性をもち，ワンセットの大規模施設の建設が必要であること，⑤共同消費手段としての性格をあわせ
もち，不生産的な空費が大きいこと，⑥軍事的・政治的性格をかねそなえていること。共同消費手段につ
いては，①場所的に固定し，輸出しがたく，商品として大量に販売しがたいこと，②非分割性・複合性を
もち，大規模な建設費が必要であること，③利用者の多くが低所得者であること，④一般生産手段と不可
分の性格をもつこと，⑤政治的・軍事的性格にくわえて，イデオロギー的性格をもつこと。宮本憲一『社
会資本論』改訂版，有斐閣，1976年，16-24頁，36-38頁。
26）宮本憲一『公共政策のすすめ─現代的公共性とは何か─』有斐閣，1998年，94-95頁。
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価するうえで重要な指針となるであろう。
３　土地資本としての社会資本
　ところで，以上のように社会資本が「混合財」として営まれる領域がひろがると，社会資本
の総体をあらためて国家論と資本論の両視角から統一的に考察するという課題が生まれてく
る。そしてこの課題にとりくむうえで貴重な示唆を与えているのは山田喜志夫の研究であると
思われる。
　山田は1975年に著わした論考「社会資本に関する理論的諸問題」において，社会資本とは，「個
別資本と個人により生産と消費の一般的条件として利用され，全面的または部分的に国家（公
的機関）により建設・管理・運営されている，土地に固着した固定施設」であると定義してい
る27）。かれはこの固定施設を以下の三つに分類し，例示している28）。
　　（1） 直接的生産過程の外部に横たわる生産の一般的条件：土地そのもの，および治山・治
水施設，護岸施設，灌漑施設，造成土地など労働によって媒介された土地。
　　（2） 交換過程の物的条件としての運輸交通手段：①貨物一般と人を運輸の対象とするもの
（道路，鉄道，港湾，運河，空港，自動車ターミナルなど），②特定の財貨を運輸の対
象とするもの（上下水道，電力施設，廃棄物処理施設など），③情報を対象とするもの
（通信施設など）。
　　（3） 労働力再生産過程としての消費の一般的条件：公共住宅，学校，病院，公園，保健所，
ごみ・屎尿処理施設，道路，上下水道など。
　以上の山田の定義は，社会資本と総称される対象の素材的内容を，人間の経済的生活を構成
している生産・交換・消費という三つの過程に即して規定するものである。「運輸交通手段」
の機能は距離・空間を克服することであって，「生産の一般的条件と消費の一般的条件」の双
方に入りこみ，社会資本においてもっとも重要な位置を占める。そしてこれらの固定施設の規
模と対象は，「生産力の高度化」と「生産と消費の社会化」が進展すればするほど拡大してゆく。
　次いでかれは，マルクスの「地代と利子生み資本の理論」に依拠して，資本主義社会におい
てこれらの「土地に固着した固定施設」がとる形態を規定している。以下に山田の学説から私
が摂取した要点を述べよう。
27）山田の論考の初出は，『國學院経済学』第23巻第3-4号，1975年９月であるが，2011年に刊行されたかれ
の著書に収録されている。この小論では，同書によって出典を記載する。山田喜志夫『現代経済の分析視
角─マルクス経済学のエッセンス─』桜井書店，2011年，114頁，116頁，119頁。
28）同前，112-115頁。
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　（1） 「土地に合体された固定施設」は，土地と労働手段の私的所有が支配的な資本主義的生
産様式のもとでは固定資本として機能し，「土地資本」の形態をとる可能性を有している。
土地資本は土地所有の契機をもつことから地代範疇を生み出すが，マルクスは本来的地
代と土地に合体された固定資本（固定施設）の利子との区別が重要であると述べている29）。
　（2） 個別資本や個人が固定施設を共同で利用する場合には，利用者がこれを商品として購入
して使用するのではない。利用者は，一定の時間内に譲渡された「生産と消費の一般的
条件としての固定施設の使用価値」を使用（消費）したあと，これを所有者に返却しな
ければならない。ここにみられるのは，所有者と利用者との間における貸借という関係
であって，そこには利子の範疇が成立する。こうして，「土地資本としての固定施設」
が個別資本や個人によって共同で利用されるときには，それらは利子生み資本の一形態
である「現物貸付資本」として，生産資本や商品資本より高次の資本形態をとることと
なる30）。
　（3） それゆえ，「土地資本としての固定施設」の利用者が所有者に支払う使用料（料金，手
数料，受益者負担金などとよばれる）は，資本主義市場経済のもとでは賃貸価格に相当
する。利用者は，商品の交換価値としての販売価格ではなく，一時的に譲渡される土地
資本の使用価値に対する賃貸価格を，使用料として支払うのである。この使用料は，①
土地資本の地代，②現物貸付資本の利子，③固定施設の減価償却費および維持修繕費，
の総計で構成される31）。さらに，固定施設の運営と結合して特定のサービス（労働その
29）山田は『資本論』のなかの以下の箇所を典拠にあげている。同前，122頁。
　「資本は，土地に固着されることができ，土地に合体されることができる。それは，化学的な性質の改良
や施肥などの場合のようにより一時的なこともあれば，排水溝や灌漑施設や地均らしや農業用建物の場合
のようにより恒久的なこともある。このように土地と合体された資本を，私は別のところで土地資本（la 
terre-capital）と呼んだことがある。それは固定資本の範疇に属する。土地に合体された資本やこのように
生産手段としての土地に加えられた改良にたいする利子は，借地農業者が土地所有者に支払う借地料の一
部をなしていることもありうるが，しかし，それは，土地が自然状態にあろうとすでに耕作されていようと，
土地の使用そのものに支払われる本来の地代を構成するものではない。」K.Marx, Das Capital,Ⅲ, MEW, 
Bd.25,S.632（邦訳，『全集』第25巻第２分冊，大月書店，799頁）。
30）山田は『資本論』の以下の部分を引用している。前掲書，122-123頁。
　「ある種の商品は，その使用価値の性質上，いつでもただ固定資本としてしか貸し付けられることができ
ない。家屋や船舶や機械などがそれである。しかし，すべての貸し付けられる資本は，その形態がどうで
あろうと，またその使用価値の性質によって返済がどのように変形されようとも，つねにただ貨幣資本の
特殊な一形態でしかない。なぜならば，ここで貸し付けられるものは，つねにある一定の貨幣額であって，
利子もまたこの額にたいして計算されるからである。もし貸し付けられるものが貨幣でも流動資本でもな
いならば，その返済もまた固定資本が還流するような仕方で行われる。貸し手は周期的に利子と，固定資
本そのものの消費された価値の一部分，つまり周期的な摩減分の等価とを受け取る。そして，貸付期間の
終わりには，貸し付けられた固定資本の未消費部分が現物で帰ってくる。」Marx, Ebd.S.356（『全集』第25
巻第１分冊，429-430頁）。
31）「道路の使用料は家賃と類似している。家賃は，利子プラス修繕費プラス家屋の減価償却費部分プラス↗
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ものの有用性）が提供されるときには（例えば病院における医療労働や学校における教育
労働のように），このサービスに対する支払いがふくまれるであろう32）。
　（4） 「土地資本としての固定施設」の使用料は上記の水準によって規定されるが，これらの
施設が公有化され「社会資本」として建設・運営されている場合，公共政策によってこ
の水準より低く設定し，さらに無料（公園や図書館のように）とすることができる。そ
の差額は，租税などを財源として，社会的所得からの控除によって負担されるのであ
る｠33）。これは国家（公的機関）によって土地所有が規制され，土地資本と利子生み資本
の運動が止揚されることを意味するが，止揚の段階は多様であって，それに対応して「社
会資本」の形態も多様なものになる。逆に土地資本が公有化され「社会資本」化されて
も，その使用料が上記の水準を基準として地代と利子の範疇が成立している場合には，
「社会資本」は土地資本の形態をとり，利子生み資本として機能していることに変わり
はない｠34）。
　（5） 以上のように，「社会資本」の多様な形態は，土地と労働手段の私的所有が支配的な資
本主義社会における「公金私用」の多様な形態をあらわしている35）。しかし公的機関（と
りわけ自治体）が，土地資本の社会化を梃子として「社会資本」を利用する個別資本の
運動を規制するならば，「社会資本」は経済社会の管理運営において積極的な役割を果た
すであろう。「問題は公的機関の性格にある36）。」
　山田の説は「社会資本の素材的規定」については宮本説と同じであるが，その「対象範囲」
は宮本説よりも狭く，「全面的または部分的に国家（公的機関）により建設，管理，運営される」
部分に限定されている。しかし山田は，「土地に合体された固定施設」は，資本主義社会にお
いては土地資本の形態をとり，利子生み資本として運動する可能性があること，土地所有が国
家（公的機関）により規制され，土地資本と利子生み資本の運動が公共政策によって止揚され
る場合においても，止揚の水準に応じて社会資本が多様な形態をとりうることを明らかにし「問
↘地代であって，家屋のように耐用年数が比較的短く確定されるものは家屋の徐々の摩損に応じる減価償却
が必要となる。これに対して，道路はいわば世紀的寿命をもつので減価償却は無視され，修繕費と維持費
が必要とされる。」（山田，前掲書，130頁。）「（前略）日本住宅公団の賃貸住宅の家賃についてみると，償
却費，地代相当額，修繕費，管理事務費，損害保険料，公租公課および引当金の合計額が家賃である。上
記のうち償却費は建設費を年利５％で70年間元利均等償却した額であって家賃総額の約半分を占める。地
代相当額は用地費の５％と計算されているが，用地費は土地取得時における土地価格であり，土地価格は
資本化された地代であるから，したがって用地費は前払いされた地代にほかならない。」同前，126頁。
32）同前，127頁。
33）同前，126-127頁。
34）同前，127-128頁。
35）同前，119頁。
36）同前，128頁。
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題は公的機関の性格にある」と結論している。この「公的機関の性格」は，国家や自治体の政
策として現れるであろう。こうして国家や自治体の政策に応じて，さまざまの水準で土地資本
の形態をとり利子生み資本として機能する「生産と消費の一般的条件」が形成されることとな
る。とりわけ，地域共同社会の事業家や個人が社会資本をめぐる政策形成に参加する回路をそ
なえた自治体の役割が強調されていることは重要である。
　以上のように，山田の学説は国家論と資本論を統合し，「混合財としての社会資本」の多様
な形態を─公的機関の政策と使用料の分析を通して─総体的にとらえ，社会資本民営化政策の
意義と限界を分析する理論的な指針となるであろう。
Ⅳ　PFIの新しい展開と事業類型
１　PFIの新展開とアクションプラン
　前節における社会資本研究の総括をふまえ，PFIの現状を分析しよう。但しここでは紙幅の
関係上，個別の事例について詳細に検討するのではなく，事業の一般的なスキームを考察する
にとどまる。以下の考察における「公共施設等」とは，表１に掲げられている諸施設のことで
ある。
　まず，あらためて表１によりPFI事業の対象となっている６項目をみよう。第１に注目され
るのは，2011年の法改正で追加された項目（５）である。港湾と空港は道路とならび20世紀に
おける社会資本の主要項目であったが，船舶と航空機などの「運輸施設」がくわえられた。さ
らに「人工衛星とその運行に必要な施設」は，現代のグローバル経済における「生産力の高度
化」と「生産と消費の社会化」を反映するもっとも先端的な「交換過程の物的条件」である37）。
しかし，公的部門が所有するこれらの施設のなかには軍事的施設がふくまれていることに注意
しなければならない。
　第２に，項目（２）の公用施設は，ハーシュマンの社会資本概念において「法と秩序」の物
的条件をなすものであるが，宮本の定義では社会資本よりも広義の「インフラストラクチュア」
37）マルクスは，土地に固定した労働手段だけではなく，場所を移動する労働手段も固定資本として機能す
ることについて，次のように述べている。
　「一般的な労働手段を含めての労働手段の一部分は，労働手段として生産過程にはいるときかまたは生産
的機能のために準備されるときに，場所的に固定される。たとえば機械がそうである。あるいはまた，は
じめからこのように固定的な，その場所に縛りつけられた形態で生産されることがある。たとえば土地改
良や工場建物や溶鉱炉や運河や鉄道がそうである。労働手段がその機能するべき生産過程に恒常的に縛り
つけられているということは，この場合には同時にその感覚的な存在様式によって必然的にされているの
である。他方，ある労働手段は，物理的に絶えず場所を変え運動していながら，しかも絶えず生産過程に
あるということもありうる。機関車や船や役畜などがそうである。一方の場合に不動性が労働手段に固定
資本の性格を与えるのでもなければ，他方の場合に可動性が労働手段からこの性格を奪うのでもない。」
K.Marx, Das Capital, Bd.Ⅱ, S.163 （『全集』第24巻，198-199頁）。
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にふくまれる。いずれにしても国家や自治体の権力的・行政的機能をになう非営利的な施設が，
民営化の対象となっていることが注目される。
　次に，表２は2013年６月に民間資金等活用事業推進会議によって決定されたアクションプラ
ンの事業計画である。その「基本的考え方」は次の通りであった38）。
　第１に，PFIについては，従来から実施されてきた「延べ払い型」から抜本的な転換を目指し，
2011年度の法改正により導入された「公共施設等運営権制度」の活用を推進するとともに，収
益施設を併設・活用することなどにより事業の収益性を高め，税財源以外の収入等で費用を回
収する方式の活用を拡大する。
　第２に，より広義のPPPについては，民間事業者から公的不動産の利用や活用に関する自由
な提案を募ることにより，財政負担を最小に抑え，既存施設や公的不動産の生産性を高め，地
域の価値や住民満足度を最大化する事業を官民連携で企画する。
　第３に，このような収益性の高い事業を推進することにより，インフラファンド等による民
間資金の供給が促進され，インフラ投資市場が活性化することで事業の成立性が高まるであろ
う。
　以上のように，アクションプランの主たる狙いは，あらたに三つの型の「独立採算型事業」
を導入し，インフラファンドを通して民間投資を誘導・補完することにより，税財源によらな
い事業モデルを創出しようとするものである。インフラファンドとは，第１節で述べた「独立
採算型PFI事業」への民間投資を誘導・補完するために設立された特殊法人，民間資金等活用
事業推進機構のことである39）。
　2014年６月，推進会議はアクションプランを加速するために，あたらしい事業類型の一つで
ある「公共施設等運営権制度を活用したPFI事業」について目標を繰り上げ達成すべき「集中
強化期間・重点分野・数値目標」を定めた40）。これは，2014年度から16年度までの３年間の集
中強化期間に，空港（６件），水道（６件），下水道（６件），道路（１件）の４分野に２～
38）内閣府「PFI事業の実施状況について」2014年，25頁。
39）中東雅樹と吉野直行は，最初に公的部門が30％の資金を投入すれば，民間部門の収益率は10/７倍（約
1.428倍）に増加し，当初の予想では，収益予想が低いために民間資金が入らなかった事業にも民間資金の
投入が可能になるという例をあげて，「とくに，政策的には必要であるが，リスクが高く，かつ毎年の収益
もある程度しか上がらないと思われる事業に民間資金を導入したい場合，最初にViability Fund（事業を成
功させるために必要な資金を最初に注入する方法）を提供することも一つの方策であろう」と述べている。
インフラファンドは，このViability Fundとして機能することが期待されているといえよう。中東雅樹・吉
野直行「インフラの経済効果の変化とファイナンス手法」財務省財務総合政策研究所『フィナンシャル・
レビュー』124号，2015年10月，88-89頁
40）民間資金等活用事業推進会議「PPP／PFIの抜本的改革に向けたアクションプランに係る集中強化期間の
取り組み方針について」2014年，６月。
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３兆円規模の事業の成立を図るものであったが，期間中に達成されたのは空港の６件と道路の
１件であった。こうして2017年６月にアクションプランがさらに改訂され，未達成の水道と下
水道に，文教施設（３件），公営住宅（６件），旅客ターミナル施設（３件）などをあらたに加
えた事業を2019年度までに達成するとともに，2022年度までに実現すべきプランの総事業規模
を12兆円から21兆円に拡大する新方針が採択されている（表２を参照）。
表２　PPP/PFIアクションプラン：事業類型と事業規模
事業類型 2013年６月決定 2017年６月改訂
（1）公共施設等運営権制度を活用したPFI事業 ２～３兆円 ７兆円
（2）収益施設の併設・活用など事業収入で費用を回収するPFI事業 ３～４兆円 ５兆円
（3）公的不動産の有効活用など民間の提案を生かしたPPP事業 ２兆円 ４兆円
（4）その他の事業類型 ３兆円 ５兆円
（出所） 内閣府「PFI事業の実施状況について」2014年，同民間資金等活用事業推進室「PFIの現状について」
2017年から作成。
２　新しい事業類型
　さて，アクションプランにあらたに導入された三つの「独立採算型事業」のイメージ図（図
２，３，４）に注目して，これらのスキームの内容を考察しよう。
　図２の「公的不動産利活用PPP事業」では，公有地や公共施設等を民間事業者に貸し付ける
ことによって，地代や賃貸料などの収入を得ることが明瞭である。図３の「収益型PFI事業」は，
公共施設等とその底地に合築，あるいはその同一敷地内に併設された，民間事業者の収益施設
の事業収入によって，公共施設等の建設・運営費用を回収することを示している。いずれも，
非営利的な公有地と公共施設等を土地資本あるいは利子生み資本（現物貸付資本）に転化し，
民間事業者の営利活動を媒介として国家や自治体が収入を調達するスキームであるといえよ
う。従来，行政財産については国有財産法または地方自治法により私権の設定が制限されてい
たが，2001年と2003年に法改正がおこなわれ，これらのスキームを施行できるように「行政財
産の貸付に関する特例措置」が創設・拡充されている。
（出所）内閣府民間資金等活用事業推進室「PFIの現状について」2017年。
図２　公的不動産利活用事業
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　図４の「公共施設等運営権制度を活用したPFI事業」はアクションプランでもっとも高い優
先順位を与えられているので，すこし立ち入って検討しよう。
　PFI法第２条６によれば，この事業では，利用料金を徴収する公共施設等を所有している公
共部門の管理者から「運営権」の設定を受けた民間事業者が，これらの施設の運営および維持
管理とこれらに関する企画，国民に対するサービスの提供をおこない，利用料金を自らの収入
として収受する41）。すなわち，この事業類型では，まえの二つの類型とは異なり，すでに土地
資本の形態をとり所有者に料金収入をもたらしていた公共施設等の運営権を，一定の長期間，
（出所）同前。
図４　公共施設等運営権制度活用事業
所有
公共施設 運営権者
対価
料金
収入
運営
公共（管理者）
運営権
設定
41）PFI法第２条６項。この法律において「公共施設等運営事業」とは，特定事業であって，第16条の規定
による設定を受けて，公共施設等の管理者等が所有権（公共施設等を構成する建築物その他の工作物の敷
地の所有権を除く。第29条第４項において同じ。）を有する公共施設等（利用料金（公共施設等の利用に係
る料金をいう。以下同じ。）を徴収するものに限る。）について，運営等（運営及び維持管理並びにこれら
に関する企画をいい，国民に対するサービスの提供を含む。以下同じ。）を行い，利用料金を自らの収入と
して収受するものをいう。
（出所）同前。
図３　収益型事業
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民間事業者に譲渡するのである。公共施設等を所有する管理者は，従来のPFIでは中心業務で
あった施設の「建設，製造，改修」を運営権の対象から除外して，「独立採算型事業」に参入
する民間事業者の負担を軽減するとともに，民間事業者から「公共施設等運営権対価」を徴収
することにより，施設の建設，製造，改修に要した費用の全額または一部分を回収する42）。
　民間事業者は「運営権対価」を支払い，管理者から施設と人員の譲渡をうけて当該施設を運
営し，利用料金を自らの収入として収受するのであるが，この対価は，「運営権者が将来得ら
れるであろうと見込む事業収入から事業の実施に要する支出を控除したものを現在価値に割り
戻したもの（利益）」を基本として，事業のリスクを勘案し，対価の割引・上乗せなどの調整
をおこない，運営事業に付随して管理者から売り払いを受ける施設や物品等の購入代金を控除
するなどの方法で算出される43）。
　以上のように，このスキームの核心は「公共施設等運営権とその対価」にある。植田和男は
内藤滋との編著『公共施設等運営権』において，運営権とは公共施設等の管理者が有する施設
所有権から施設を運営して利用料金を収受する（収益を得る）権利を切り出したものであると
述べている44）。また内藤は，運営権の本質を，所有権に包含されている使用，収益，処分とい
う権利のうち，処分権を除いた，使用，収益する権利であると規定し，民法の通説では，物を
使用しその対価として受けとる収益（果実）の典型的な例としては，金銭使用の対価である利
息，家屋使用の対価である家賃，宅地使用の対価である地代があると述べている。そして運営
権の設定対象となる公共施設等にはその敷地がふくまれる45）。これらの定義をもとに考えると，
運営権対価とは，公共施設等の所有者に対して一定の収入をもたらしていた土地資本を使用し，
収益する権利が擬制資本化されて，一定の長期間，民間事業者に譲渡される価格であるといえ
よう46）。この価格の基本的部分は，運営期間中に見込まれる公共施設等の地代収入の資本還元
42）PFI法第20条（費用の徴収）。公共施設等の管理者等は，実施方針に従い，公共施設等運営権者（公共施
設等運営権に係る公共施設等の建設，製造又は改修を行っていない公共施設等運営権者に限る。）から，当
該建設，製造又は改修に要した費用に相当する金額の全部又は一部を徴収することができる。
43）内閣府民間資金等活用事業推進室「公共施設等運営権及び公共施設等運営事業に関するガイドライン，
７（１）2－2　運営権対価の算出方法」民間資金等活用事業推進室ホームページ。
44）植田和男・内藤滋編著『公共施設等運営権』金融財政事情研究会，2015年，７頁。
45）同前，22頁，26-27頁。
46）北原勇は，「人が，ある物を無限定的・排他的に支配する可能性をもっているとき，あるいはまたこの可
能性が現実化してそれを現に支配しているとき，人はその物を『所有』しているという」と定義し，「所有
関係としての支配の内容は，一般に『占有』『使用』『収益『処分』からなる」と述べている。そして，経
済学においては，「所有」という用語と「占有」という用語がしばしば区別されずに同義語として使用され
ているが，貨幣の貸付けや財の賃貸によって「所有」と「占有」とが分離し，「所有」の移転なしに「占有」
が移転するばあいの分析においては，当然「所有」と「占有」の区別が必要になると述べ，「占有」につい
て次のように規定している。「ある物の『所有者』がそれを自分の意思で一定期間契約で（利子や賃貸料を
とって）他人に貸すという事態は，（中略）『所有』はいぜんとして貸し手の側にあるが，その物は借りた
他人によって『占有』されるのである。『占有』は，所有権にもとづいて行われるばあい（中略）も↗
89社会資本民営化政策とその限界（横田）
額と利子を生み出す元本をなす固定資本額（運営権者が管理者から譲渡を受ける施設や物品の
対価）によって構成される47）。
Ⅴ　おわりに─社会資本民営化政策の意義と限界─
　さて，これまでの考察から見えてくるのは，社会資本の素材的実体をなす「土地に固着した
固定施設」を金融資本主義といわれる21世紀経済にふさわしい土地資本の形態に改編し，利子
生み資本として機能させようとする志向であるといえよう。「公共施設等運営権制度を活用し
たPFI事業」はその先端に位置づけられている。しかしこの事業類型を小論の第Ⅱ節で定めた
分析視点から考察すると，これは前節でみたように，従来のPFIにおいて中心業務であった施
設の「建設，製造，改修」を運営権の対象から除外し，民間事業者の負担を軽減することによ
って「利潤と採算性をベースとする市場供給」を実現しようとするスキームである。すなわち，
この事業類型ではこれまでの社会資本民営化政策が対象としてきた「社会資本の本質」にかか
わる困難な問題が克服されているのではなく，公的部門の「あらたな誘導策・補完措置」によ
って回避されているといえよう。ここでマルクスが19世紀の中葉に『経済学批判要綱』のなか
で述べている言葉を引用する。
　「道路，運河等のような生産の一般的諸条件のすべては，流通を容易にするものであろうと，
流通をまったくはじめて可能にするものであろうと，あるいはまた生産力を増大させるもので
あろうと，（中略）共同団体そのものを代表する政府にかわって資本がこれを引受けるように
なるためには，資本のうえにうちたてられた生産のもっとも高度な発展を前提している。公共
4 4
事業
4 4
（travaux publics）の国家からの分離と，それの資本自体によっていとなまれる事業の領
域への移行とは，現実の共同団体がどの程度まで資本の形態で構成されるようになってきてい
↘あれば，借入れ契約のもとづいて行われるばあい（逆の貸し手の側からすれば，その『所有』にふくまれ
る『収益』を目的とした『処分』権の行使の結果）もあるし，また，これらのような法的根拠を一切もた
ずに，暴力や策略などによって行われるばあいもある。」この規定によれば，PFI法にもとづき運営権を設
定された公共施設等は，運営権者である民間事業者によって「占有」されることとなる。北原勇『現代資
本主義における所有と決定』岩波書店，1984年，23頁─24頁，25-26頁。
　　さらに北原は，法律学では「『処分』とは，物の存在をなくしたり物の性質を変えること（家を壊したり，
食物をたべたりすること）および譲渡することである」と説明されているが，所有対象が土地以外の生産
手段や貨幣のばあいには，「生産手段の『使用』といっても原材料のばあいは生産的消費すなわち『処分』
でもあるし，流通手段としての貨幣のばあいにも，その『使用』とは譲渡すなわち『処分』以外の何もの
でもない。また『処分』については，消費，交換による譲渡，信用による譲渡の区別が重要である」と述
べている。同前，24-25頁。
　　こうした北原の議論を参考にして考えると，運営権対価とは，公共施設等の所有者がその所有権にふくま
れる「処分権」を行使し，施設の信用による譲渡によって受け取る「収益」であるといえよう。
　　運営権，運営権対価，利用料金の関係はさらに検討しなければならない。今後の課題としたい。
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るかを示している。ある国，たとえば合衆国は，生産上の関連から鉄道の必要性を感ずること
はある。けれども鉄道から生じる生産にとっての直接の利益があまりに少ないので，出資は返
4
ってこない資金
4 4 4 4 4 4 4
（à fonds perdu）としか思えないだろう。その場合には資本はそれを国家の
肩に転嫁する｠48）。」
　これは「社会的生産の共同社会的・一般的諸条件49）」の建設，製造に対する国家と私的資本
の関係を述べた文章の１節であるが，時間を超えて現代の新自由主義的な社会資本民営化政策
の意義と限界を照らし出す視点を示しているといえよう。以下ではこれと異なるもう一つの視
点からこの政策の限界を指摘し，小論の締めくくりとする。
　PFI法第24条には，民間事業者が取得する運営権という権利の性質について，「公共施設等
運営権は，物件とみなし，この法律に別段の定めがある場合を除き，不動産に関する規定を準
用する」と規定されている。法律学の通説では，物件とは一定の物を直接に支配して利益を受
ける排他的権利のことである50）。しかし民間事業者はこの権利を自由に行使できるわけではな
い。たとえば，民間事業者が施設の利用料金を定める際には，管理者が実施方針に定めている
適切な料金の上限や幅などの規定に従い，事前に管理者に届けなければならない51）。内藤滋は
とりわけ，運営権の対象とされる公共施設等のなかには，PFI法とは別に公物管理法において
管理者が国や自治体に限定されている道路，河川，都市公園，港湾，空港，下水道などがふく
まれていることを重視し，これらの施設に運営権を設定する際には，公物管理法に規定された
管理者の権限と運営権者のそれとの分担関係を整理し，運営権の設定範囲や運営権者に対する
要求事項などを「事業の実施方針，要求水準書，運営権実施契約」などに明示することが重要
であると述べている52）。これは宮本憲一が述べたように，営利主義による社会資本の運営によ
47）新関西国際空港株式会社（以下，新関空会社）と関西エアポート株式会社（ORIX.・VINCI Airportsコ
ンソーシアム，以下，運営権者）との間で締結された「関西国際空港及び大阪国際空港特定空港運営事業
等公共施設等運営権実施契約」によれば，運営権が設定される事業期間は2016年４月１日から2060年３月
31日までの44年間である。この事業期間に運営権者が支払う「運営権対価」の年割額は，372億7500万円で
あるが，これに実施方針決定時における「固定資産税等想定額」，新関空会社が運営権者から受け取る「運
営権者譲渡対象資産譲渡対価」の毎年相当額，「履行保証金」の金利効果を考慮すると，年額490億円に相
当するとされている。事業期間が終了するとき，運営権者は空港用施設等を新関空会社へ引き渡さなけれ
ばならない。新関西国際空港株式会社ホームページ。
48）Marx, Grundrisse der Kritik der Politischen Ökonomie, 1857-1858, Deatz, Verlag, Berlin, 1953, SS, 429-
430（高木幸二郎監訳『経済学批判要綱』第Ⅲ分冊，大月書店，1961年，467頁，『マルクス資本論草稿集』②，
大月書店，1993年，202-203頁）。引用は高木監訳により，字句を修正する。
49）Ibid., S.432.（『要綱』第Ⅲ分冊，470頁，『草稿集』②207頁）。
50）我妻栄・有泉亨・清水誠・田山輝明著『我妻・有泉コンメンタール民法　総則・物権・債権』第４版，
日本評論社，2016年，148頁。
51）内閣府公共施設等運営事業推進室，前掲ガイドライン，５（１）利用料金，２留意事項。
52）植田・内藤編著，前掲書，34-40頁。
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って「共同社会の維持可能性」が侵されてはならないからである。それゆえ，内藤の指摘は公
物管理法の適用を受けている施設にとどまらず社会資本の全体に通じるものであって，今後，
さまざまな形態の公共施設等の民営化が企画される際に留意されなければならないであろう。
とりわけ地域共同社会を維持する責任をもつ自治体の役割は大きい53）。
53）宇賀克也は「公物管理における環境の視点」を重視する立場から，近年における社会資本民営化政策の
進展のなかで要請されている公物管理のあり方を，災害防止と住民の利便の増進等の複合的な視点によっ
て総括的に考察し，公物管理における住民参加の重要性を指摘している。宇賀克也『行政法概説Ⅲ』第４版，
有斐閣，2015年，第３編　公物法，505-572頁。
